
「日光例幣使そば街道ガイドマップ」広告掲載契約書（案） 
 
日光例幣使そば街道推進協議会（以下「甲」という。）と○○○○（以下「乙」とい

う。）とは、日光例幣使そば街道ガイドマップを広告媒体とする本広告掲載契約を次の

とおり締結する。 
 
（契約の内容） 

第１条 甲は、広告媒体を活用し、乙が提出する広告を掲載し、乙は甲にその対価を支

払うものとする。 
 
（広告の仕様等） 

第２条 甲が提供する広告媒体の広告スペース、発行部数等は、別紙仕様書のとおりと

する。 
 
（契約金額） 

第３条 契約金額は、○○○円とする。 
 
（原稿の提出期限） 

第４条 乙は、広告の原稿を、甲が別途指示する期日までに甲に提出するものとする。 
 
（広告掲載基準等） 

第５条 乙は、広告の原稿を作成するに当たっては、日光例幣使そば街道ガイドマップ

広告掲載要領に従わなければならない。 
２ 甲は、乙から提出された広告の原稿を審査し、広告基準に適合しない場合は修正を

求めることができる。 
３ 乙は、前項の規定により修正を求められた場合は、甲が別途指示する期日までに修

正のうえ広告の原稿を再提出しなければならない。 
 
（権利義務の譲渡等） 

第６条 乙は、この契約から生ずる権利又は義務の全部又は一部を甲の承諾を得た場合

を除き第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。 
 
（変更の届出） 

第７条 乙は、商号又は名称、代表者、住所、印章その他この契約の当事者としての事

項について、変更が生じたときは、直ちに書面によって、甲に届け出なければならな

い。 
２ 前項の届出を怠ったため、甲からなされた通知又は送付された書類等が延着し又は

到着しなかった場合には、通常到達すべき時にそれらが乙に到達したものとみなす。 
 
 
 
 



（著作権等） 
第８条 乙は、広告の作成に際して、著作権、特許権、実用新案権、意匠権、商標権そ

の他日本国の法令に基づき保護される第三者の権利の対象となっている材料、履行方

法等を使用するときは、その使用に関する一切の責任を負わなければならない。 
 
（契約金額の支払） 

第９条 乙は、甲が広告を広告媒体に掲載した日に発行する納入通知書により、当該発

行の日から２０日以内に契約金額の全額を納付しなければならない。 
２ 乙が、第５条第３項の規定による広告の原稿の再提出をしないときは、甲は広告媒

体の広告スペースに甲の指定する乙の広告に係る記事を掲載できるものとする。この

場合において、乙は、この分の広告料相当分を支払わなければならない。 
３ 前項の規定は、第５条第３項の規定により再提出された広告の原稿が、広告基準に

適合しない場合において準用する。 
 
（遅延利息） 

第 10 条 乙は、自己の責に帰すべき理由により、前条第１項に規定する期日までに契約

金額を支払わなかった場合は、当該期日の翌日から起算して納付する日までの日数に

応じ、年 2.5 パーセントの割合で計算した遅延利息を、甲に支払うものとする。 
 
（契約の変更等） 

第 11 条 乙は、広告媒体の発送部数が、仕様書に定めるものと異なるときは、甲に申し

出て契約の変更をすることができる。ただし、発送部数が仕様書に定める発行部数の

100 分の 90 以上の場合には、契約の変更はしないものとする。 
 
（解除） 

第 12 条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、書面により通告し、この契

約を解除することができる。 
（１）正当な理由なくこの契約の条項に違反したとき。 
（２）この契約の履行に関し、乙又はその代理人若しくは使用人に著しく不正又は不

誠実な行為があったとき。 
（３） 乙若しくは広告主、その代理人又は使用人に重大な社会的信用失墜行為があっ

たとき。 
（４）乙又は広告主に破産手続開始の申立て、更生手続開始の申立て、租税滞納処分

があるなど、その経営状況が著しく不健全となったとき。 
２ 前項の規定によりこの契約が解除された場合は、乙は契約金額の１００分の１０に

相当する額を違約金として、甲の指定する期間内に甲に支払わなければならない。 
３ 前項に定める違約金は、損害賠償の予定、又はその一部としないものとする。 
 
（損害賠償等） 

第 13 条 乙は、第 10 条第２項の規定により甲が指定した乙に係る記事が掲載されたと

き（同条第３項で準用する場合を含む）、及び前条第１項の規定により契約が解除さ

れたときは、甲に対して損失補償を求めないものとする。 



 
２ 乙は、この契約を履行するに当たり、甲に損害を与えたときは、乙の負担において

その損害の賠償を行うものとする。ただし、その損害の発生が甲の責に帰すべき理由

による場合は、この限りでない。 
３ 乙は、この契約を履行するに当たり、第三者に損害を与えたときは、乙の負担にお

いてその損害の賠償を行うものとする。ただし、その損害の発生が甲の責に帰すべき

理由による場合は、この限りでない。 
 
（秘密の保持） 

第 14 条 乙は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。この契約

が終了した後も同様とする。 
 
（管轄裁判所） 

第 15 条 この契約に係る訴訟については、鹿沼市を管轄する地方裁判所又は簡易裁判所

において行うものとする。 
 
（契約の費用） 

第 16 条 この契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。 
 
（補則） 

第 17 条 この契約に定めのない事項及びこの契約に関して疑義が生じたときは、甲と乙

とが協議して定めるものとする。 
 
 
 
 
 この契約の締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有

する。 
 
 
   令和   年  月   日 
 
 
 
       甲  栃木県鹿沼市今宮町１６６４－１ 
          日光例幣使そば街道推進協議会 
           会 長  米山 慎太郎 
 
       乙  ○○○○ 
          株式会社○○○○ 
           代表取締役  ○ ○ ○ ○ 
          



広告掲載仕様書 
 
１ 広告媒体 
  『日光例幣使そば街道ガイドマップ』 
 
２ 広告媒体の概要 

・Ａ４版（32 ページ） 
・日光例幣使そば街道推進協議会加盟するそば店の紹介や上都賀地域の特色あるそば

の魅力等を分かりやすく消費者に情報発信し、更なる誘客促進に繋げるための冊子 

 

３ 広告スペース概要 
刷色 カラー（４色） 

規格 
縦×横 

280mm×180mm 100mm×180mm 55mm×180mm 

掲載 
場所 

裏表紙 中面 中面 

※街道に加盟しているそば店の場所を示すマップに広告主の事務所や店舗などがある場合には、

そのマップに表示することも可能とする。 

 

４ 発行部数 
15,000 部 

 
５ 配布先 
  日光例幣使そば街道推進協議会加盟そば店、上都賀地域農産物直売所、県内道の駅、

アンテナショップ等 

    
６ 配布時期 
  令和６(2024)年３月 
 
７ 広告原稿（図案・データ)の提出方法 
  広告原稿はJPEG又はPDF形式による電子データ及びEPS形式による電子データを電子

メール等により提出。 
 
８ 原稿の提出期限 
  令和５(2023)年 12 月 22 日（金） 
 
９ 提出場所 
  〒322-0068 栃木県鹿沼市今宮町１６６４－１ 

   栃木県上都賀農業振興事務所企画振興部振興チーム 

    TEL 0289-62-5236 FAX 0289-65-7018 

Email kamitsuga-nsj@pref.tochigi.lg.jp 


